
（款）　 （項）　15生活保護費 （目）　10扶助費

◎生活保護扶助の経費

【総合計画上の位置づけ】
健やかで心豊かに暮らせるまち
健康福祉：すべての市民が健康で安心して生活を送ることのできる環境が整っているまち

【事業の目的】
対象

意図

効果

【事業の内容】
(1)

・

【事業費】

主な支出内訳
・

　生活扶助費 延 8,049人 実 671人
　医療扶助費 延 6,192人 実 516人
　教育扶助費 延 451人 実 38人
　住宅扶助費 延 7,564人 実 630人
　生業扶助費 延 161人 実 13人
　出産扶助費 延 0人 実 0人
　葬祭扶助費 延 15人 実 15人
　施設事務費 延 108人 実 9人
　介護扶助費 延 1,436人 実 120人

・

55,957

扶助事業

262,338

1,529,432 1,529,432 1,473,475

2,944

（単位：千円）

当初予算額 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額

751人 0.43%
神奈川県 8,974,075人 114,655人 1.28%

1,178,542
主な特定財源

国県支出金

0

15,889
4,160

26,242

3,013

465,226
693,663

保護率の状況（平成21年3月31日現在）
区分 総人口 保護人員 保護率

鎌倉市 173,746人

　】

困窮の程度に応じて必要な保護を行うため。

生活に困窮した市民等

15民生費

扶助事業 【 生活福祉課

最低限度の生活を保障するとともに、自立を助長する。

病気その他さまざまな理由により収入がなくなり、毎日の生活を維持していくことが困難に
なった場合に、最低限度の生活を保障する生活保護費の支給を行った。

扶助事業



事務事業

№/名　称
事務事業 0087　扶助事業

単　　　位 　

主管課 生活福祉課 関連課 　

分野名 健康福祉

目標
（目標値）
人口等の データ区分

データ 人　　　口
世　帯　数

運営資源 決算値

状　　　況 （国　・　県）

（負担金等）

（一般財源）

人員配置数

人 件 費

協　働　の
パートナー

事務事業
運営経費

市民１人当
りの経費

対象者１人
当りの経費

　２０年度事務事業の変更点（新規・廃止・縮小した個別事業）/事業仕分けの視点による妥当性の評価

変更額（千円） 妥当性※

※妥当性の評価

① 必要性なし

② 民間

③ 国・県

④ 現行どおり(鎌倉市)

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

　　評価　　◎：目標を達成　　○：目標に向かって前進している　　△：横ばい　　×：後退している

　ベンチマーク（県内外自治体や民間団体との比較値）

団体名 横浜市 川崎市 横須賀市 相模原市 平塚市 藤沢市 小田原市
被保護世帯数 39,358 18,470 2,884 5,204 1,771 2,569 1,524
被保護人員 53,502 25,563 3,977 7,780 2,440 3,725 2,075
保護率（‰） 14.62 18.27 9.49 10.95 9.38 9.18 10.47

三浦市 秦野市 厚木市 大和市 伊勢原市 海老名市 座間市 南足柄市
277 974 1,436 1,769 442 564 1,012 202
349 1,308 2,152 2,622 662 866 1,494 272
7.15 7.70 9.52 11.66 6.56 6.82 11.64 6.17

個別事業名

176,484人

２０年度

事業の変更点・変更理由

１９年度 １８年度

175,902人 175,051人

指　　標

指　　標

指　　標

・各年4月1日

■サービス部門

□支　援　部 門

ザイムス
コード及び
個別事業
名

　

　

健福－12 扶助事業

評価

評価

82,980千円
8.6人8.6人 8.6人

2,069千円

80,616千円

1,554,091千円

評価

1,124,316千円 

評価

最終年度（　　年度）

無

1,480,213千円 

330,225千円

22年度

総事業費

1,473,475千円 

1,605,143千円

83,002千円

1,178,542千円 1,219,492千円 

289,832千円

無 無

77,430世帯 76,536世帯 75,611世帯

24,439千円 12,817千円 25,672千円

1,563,193千円

1,522,141千円 

270,494千円

4.73

茅ヶ崎市
1,102

2771,621

逗子市
207

8,806円 9,125円 8,924円

2,014千円 1,905千円

最終年度（  年度）

463
721

綾瀬市
6.95

8.73

593
751

鎌倉市

4.32

最終年度（　　年度）

平成21年度事務事業評価シート

22年度

22年度

指　　標

22年度 最終年度（　　年度）

備　　考



A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 無

A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 無

担当部名 部長名

平成21年度事務事業評価シート

二次評価（部長評価）

今後の方向性

担当課長氏名： 生活福祉課長　曽根　健治

①債務者支援プログラムの積極的に活用し、法テラス等関係機関と連携して支援を行う。
②収入・資産、稼動能力等の的確な把握に努め、また、課税突合調査の実施時期を、市
県民税額が確定する６月に実施する。
　年度内に年金の裁定請求や各種手帳等の更新が必要となる被保護者を確認できるよう
に、「年度内認定事務一覧表」を活用し、更新時期の確認を徹底する。

課題・問題点

未解決の課
題・問題点

創意・工夫・
課題等改善
状況

（上記対応できなかった課題・問題点について今後どのように対応（改善）していきますか）

①保護受給中の世帯に対する年金加入状況の把握が不充分な例があった。
②公営住宅家賃、学校給食費を滞納する世帯が見られた。
③多重債務に陥り、生活費に困窮し生活保護開始になる場合があり、保護開始後の債務
解決に向けた組織的な取組が不充分であった。

（20年度事務事業を実施するうえでの課題・問題点は、どのようなことでしたか）

（課題・問題点についてどのような創意工夫、改善をしましたか。また、どのような成果がありましたか）

（20年度事務事業の取組において対応（解決）できなかったものはどのようなことですか）

①「ねんきん特別便」等を活用して年金加入状況の把握に努めた。また、障害年金受給可
能性についての一斉調査を実施した。
　社会保険労務士を講師とした年金についての研修を行った。
②生活保護受給者の家賃、給食費の滞納状況を把握し、滞納解消に向けた支援を個別
に実施した。
③生活保護受給者の多重債務解決に向け、債権者支援プログラムを策定した。

健康福祉部 石井　和子

一次評価（課長評価）

Ｂ

今後の方向性
　市民の立場に立った生活保護制度の運用について、組織的な対応を今後も継続していく。

　生活保護受給者の自立に向けた支援を今後も組織的に対応していく。

今後の方針
（対応・改善）

創意・工夫・課
題等の改善点
20年度の成果

Ｂ

①債務整理が終わっていない被保護者について、債務整理や再発防止に向けた組織的
な対応が充分でなかった。
②生活保護受給者に対する扶助費算定のために必要とされる調査確認について、実施
時期が適当でなかったり、各種手帳等の更新時期の確認が適切に行われていなかった。


